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吉田康一・全電連会長、関電販理事長

が難しくなっていることです。ここ数年、建設需要が
期待していたほど増えていないなかで、価格競争が激
しくなっていることが一番の原因だと思います。
　実際、銅量ベースで市場を捉えますと、年間７０万
トンを超える需要があると、市場では好況感が増しま
すが、昨年もそうでしたが、ここ数年国内の銅電線出
荷量は年間７０万トンを下回っています（＊１）ただ、
今年と来年は、東京オリンピック・パラリンピック開
催や首都圏の大型再開発などが本格的に動き出すとい
われているため、業界では７０万トンを超えるとみら
れています。やはり、出荷量が７０万トンを超えない
と、我々としては、充足感を感じ得ないと思います。

(＊１ )　２０１７年度の内需見込み６６万６０００ト
ン、日本電線工業会・調査統計専門委員会２０１８年
度需要見通し）。

－－ここでいう、銅電線の出荷量というものは、具体
的にどのような業種に対する出荷なのでしょうか？
吉田　国内産業における建設・電販および電気機械、
自動車などの民間直需のほか電力、通信向けなどです
が、ここ数年を見る限りでは、電力、通信における出
荷量が減少し、全体の出荷量の伸びを抑えている格好
です。
　電力や通信業界における需要が減少したことで、国
内の電線出荷量は伸び悩んでいますが、建設・電販向
けが堅調な動きを見せているために、国内の出荷ベー

　電線の卸販売会社は、電線を専門とする専門卸会社
と、電設資材全般を取り扱う電材総合卸会社の２つに
大きく分けられる。また電線の価格を決定する大きな
構成要素となっているのが為替と銅ベース（銅建値）
で、いずれも経済や市場環境によって常に変化するた
め、電線の価格も一定しない。このため工期が数年に
及び、実際に使用する時期が数年にわたるような大型
案件では件名先物契約が締結されるが、現場サイドか
ら問題提起されるような行為がなされることも事実で
ある。
　価格が外部要因によって常に変化し、商品自体に多
様性が見られず、さらに電線の流通が多岐にわたるな
かでの電線販売会社の経営は想像以上に難しさを伴
う。昨今は電線専門卸会社同士の競争に加え、電材総
合卸会社との競争が加わり、経営はこれまで以上に難
しさが増している。
　現状と今後の動きについて、今年５月、全日本電線
販売業者連合会会長に就任（関東電線販売業協同組合
理事長再任）された吉田康一会長に話を伺った。

電線出荷量の約半分を占める建設・電販向けの動向が、
最大の鍵となる
－－電線販売会社の経営の難しさは、どこにあるので
しょうか？
吉田　電線を販売して利益を上げる、という収益力そ
のものが下がり、ここにきてますます利益を取ること
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ているのだと思います。
　ここ数年間における首都圏の地価の上昇、住宅供給
数の増大に加え、働き方改革の浸透によって人手不足
感が台頭していることも大きな要因だと思います。首
都圏には工場などが少ないので、住宅向けの需要が増
えないと、首都圏市場での底上げ的な動きはなかなか
現れてこないのではないでしょうか。
　事務所ビルや商業施設などの大型工事が期待されて
いますが、我々のような中小の電線販売業者が潤うま
でにはいたらないと思います。また、ポスト五輪や大
型再開発後の市場に関しても、やはり厳しい状況が経
営的には続くと捉えています。

－－電線は成熟商品ともいわれているなかで、電線販
売会社としては、どのような経営のベクトルを目指そ
うとしているのでしょうか？
吉田　電線は量の商売ですので、量が出ないとなかな
か利益を得ることは難しいわけですが、現状は仕事量
が増えてこないなかで販売各社が量を確保しようとす
るので、どうしても価格競争に陥りやすい状況になっ
ています。
　もちろん新製品がどんどん出てくれば話は違います
が、電線という成熟商品に頼り、電線を多く売ること
で利益を得ようとする、従来の延長線上でのビジネス
を続ける限り、そうした状況から脱却することは難し
いと思います。

－－吉田会長が経営されている丸吉電機での加工事業
について教えて下さい。
吉田　電線の加工事業は４０年ほど前から手がけてい
まして、大手機械メーカーの専属加工業者として、機
械の商品に組み込まれている電線をセットにしてメー
カーへ販売しています。前期（３０年３月期）は、売
上全体の３０％を加工事業部門が占めましたが、今期
は３５％に増やし、数年後に加工事業部門のウェート

スに対する建設電販の占める割合が相対的に高まって
います。日本電線工業会の調べでは、昨年２０１７年
度は４８．２％に達したと見込んでいますから、国内
の電線出荷量全体を増やすためには、建設・電販の需
要を増大させることが重要になっているわけです。
　昔は、建設・電販向けの占める割合は全体の３０％
程度でしたから、国内需要に対する影響度はそれほど
高くなかったわけですが、ここ数年は４８％前後で推
移し、２０１８年度に関しては、日本電線工業会の見
通しでは、オリンピックや再開発需要の増大で建設・
電販向けの電線出荷量は対前年度比で５．８％増の３
４万トンと、国内全体の４９．５％を占める、として
いるので、ますますその影響度が強まっていきます。

－－建設・電販向けの占める割合が以前の３０％程度
から漸増した背景にはどのようなことが考えられるの
でしょうか？
吉田　出荷量全体が減少傾向をたどるなかで、建設・
電販向けが安定していたことで相対的に比率が増えた
という一面もありますが、それに加え、以前は鉄鋼メー
カーや通信会社が自ら直接、電線を購入して工事会社
に支給していたものが、工事を請け負う会社が自ら電
線を購入して施工するというケースが徐々に増えてき
たことがあると思います。

ポスト五輪後も厳しい経営環境が続く
－－ 足元の動きはいかがでしょうか？
吉田　弊社（丸吉電機）の動きを見る限りでは、春先
でもまだ動いていません。今秋に動き始めることを期
待していますが、２０１９年１０月に実施予定の消費
税率の引き上げを踏まえると、本来であればマンショ
ンなどの住宅市場で駆け込み需要に向けた建設需要が
増え出しても不思議ではないと思いますが、現実はそ
うではないので、やはり厳しい状況が依然として続い

ているので、電材卸業者から電線販売を捉えたときに、
電線が魅力のない商品に、今なりつつあるわけです。
　そうなると電材卸業者の電線の扱い量が減り、結果
的に我々の販売量も減ってしまうわけです。ですから
我々としては、電線が魅力ある商品であることが大事
で、そのことをピーアールしたいわけです。
　今回のガイドラインも、現状の商慣習を是正し、魅
力のある市場にするための一環として行われたもので
すが、このことを各電材卸組合の皆さまにご理解して
いただくことで、電線を扱いたいと捉えていただけれ
ばと思っています。

－－社会インフラには不可欠な電線であるにもかかわ
らず、その重要性が社会的に認知されにくい状況にあ
ることも問題だと思われますが？
吉田　２０１１年３月に東日本大震災が発生した際、
電線の供給問題が起こりましたが、５月の連休に各
メーカーが増産したことで、問題は解決されました。
当時、地震発生直後から一ヶ月ぐらいは経済産業省へ
出向き、供給に関する説明をしていました。電線の生
産量が減っている中で、仮需や特需が出たことで一時
的に供給が減ったことによるものですので、経済産業
省の方にはじきに収まるとお話しさせていただいたわ
けです。
　地震や災害が起こったときでなければ電線の重要性
や社会的価値が認められないのは寂しい、ということ
は以前から思っていました。ですから１０年ほど前か
ら『電線の日』の制定を提唱してきましたが、このほ
ど６月の電線工業会総会で電線の日が１１月１８日に
決まりましたので、これからは電線に対する社会的な
認知度も高まっていくのではと期待しています。
　同時に、電線販売にかかわる事業者の皆さまの自負
の再認識とともに、電線が社会的に価値のある商品で
あるということをすべての人たちに知っていただき、
電線の需要増大につなげたいと思います。

を５０％まで高めることで、経営の安定化を図ってい
く考えでいます。今年春、新たな大手機械メーカーと
取引することができるようになりましたので、将来は
達成できる可能性が高いとみています。

－－電線の加工事業には、電線を工事会社へ販売して
いくとのは異なった難しさがあると思いますが？
吉田　今回の得意先の新規開拓では営業に１年以上の
時間を費やしています。また、品質管理が非常に重要
な要素になるので、社内の品質管理体制をしっかり作
り上げることも大切になります。
加工事業を行っていくためには人員が必要ですので、
労働力の確保をしなければなりません。ただ、売上が
安定するかどうかは分からないので、人件費を含む固
定費の増大にどのように対応するかも難しい課題にな
ると思います。
　加工事業を手がけるにはそれ相応のハードルは確か
にありますが、ハードルを超えない限り、電線販売事
業の付加価値率を上げることは難しいと思います。

１１月１８日は『電線の日』
－－ 昨年、国土交通省および経済産業省から出され
た要請文書・「電線の取引条件の改善に向けた取組に
ついて」（＊２）について、今年に入り、電材卸業界
での周知を目的に全日本電設資材卸業協同組合連合会
で経済産業省の方が説明をされました。
吉田　ガイドラインでの要請は、件名先物契約、物流・
商流の問題、年号問題の３つに対するもので、電線販
売業者が置かれている現状を広く理解していただくこ
とが大きな目的となっています。
　ただ、私がさらに申し上げたいことは、電材卸業者
での電線の販売が占める売上は全体の１０～１５％だ
と思われますが、価格が乱高下するとか、価格競争が
激しいとか、といった厳しい状況に電線販売が置かれ



が難しくなっていることです。ここ数年、建設需要が
期待していたほど増えていないなかで、価格競争が激
しくなっていることが一番の原因だと思います。
　実際、銅量ベースで市場を捉えますと、年間７０万
トンを超える需要があると、市場では好況感が増しま
すが、昨年もそうでしたが、ここ数年国内の銅電線出
荷量は年間７０万トンを下回っています（＊１）ただ、
今年と来年は、東京オリンピック・パラリンピック開
催や首都圏の大型再開発などが本格的に動き出すとい
われているため、業界では７０万トンを超えるとみら
れています。やはり、出荷量が７０万トンを超えない
と、我々としては、充足感を感じ得ないと思います。

(＊１ )　２０１７年度の内需見込み６６万６０００ト
ン、日本電線工業会・調査統計専門委員会２０１８年
度需要見通し）。

－－ここでいう、銅電線の出荷量というものは、具体
的にどのような業種に対する出荷なのでしょうか？
吉田　国内産業における建設・電販および電気機械、
自動車などの民間直需のほか電力、通信向けなどです
が、ここ数年を見る限りでは、電力、通信における出
荷量が減少し、全体の出荷量の伸びを抑えている格好
です。
　電力や通信業界における需要が減少したことで、国
内の電線出荷量は伸び悩んでいますが、建設・電販向
けが堅調な動きを見せているために、国内の出荷ベー

　電線の卸販売会社は、電線を専門とする専門卸会社
と、電設資材全般を取り扱う電材総合卸会社の２つに
大きく分けられる。また電線の価格を決定する大きな
構成要素となっているのが為替と銅ベース（銅建値）
で、いずれも経済や市場環境によって常に変化するた
め、電線の価格も一定しない。このため工期が数年に
及び、実際に使用する時期が数年にわたるような大型
案件では件名先物契約が締結されるが、現場サイドか
ら問題提起されるような行為がなされることも事実で
ある。
　価格が外部要因によって常に変化し、商品自体に多
様性が見られず、さらに電線の流通が多岐にわたるな
かでの電線販売会社の経営は想像以上に難しさを伴
う。昨今は電線専門卸会社同士の競争に加え、電材総
合卸会社との競争が加わり、経営はこれまで以上に難
しさが増している。
　現状と今後の動きについて、今年５月、全日本電線
販売業者連合会会長に就任（関東電線販売業協同組合
理事長再任）された吉田康一会長に話を伺った。

電線出荷量の約半分を占める建設・電販向けの動向が、
最大の鍵となる
－－電線販売会社の経営の難しさは、どこにあるので
しょうか？
吉田　電線を販売して利益を上げる、という収益力そ
のものが下がり、ここにきてますます利益を取ること

ているのだと思います。
　ここ数年間における首都圏の地価の上昇、住宅供給
数の増大に加え、働き方改革の浸透によって人手不足
感が台頭していることも大きな要因だと思います。首
都圏には工場などが少ないので、住宅向けの需要が増
えないと、首都圏市場での底上げ的な動きはなかなか
現れてこないのではないでしょうか。
　事務所ビルや商業施設などの大型工事が期待されて
いますが、我々のような中小の電線販売業者が潤うま
でにはいたらないと思います。また、ポスト五輪や大
型再開発後の市場に関しても、やはり厳しい状況が経
営的には続くと捉えています。

－－電線は成熟商品ともいわれているなかで、電線販
売会社としては、どのような経営のベクトルを目指そ
うとしているのでしょうか？
吉田　電線は量の商売ですので、量が出ないとなかな
か利益を得ることは難しいわけですが、現状は仕事量
が増えてこないなかで販売各社が量を確保しようとす
るので、どうしても価格競争に陥りやすい状況になっ
ています。
　もちろん新製品がどんどん出てくれば話は違います
が、電線という成熟商品に頼り、電線を多く売ること
で利益を得ようとする、従来の延長線上でのビジネス
を続ける限り、そうした状況から脱却することは難し
いと思います。

－－吉田会長が経営されている丸吉電機での加工事業
について教えて下さい。
吉田　電線の加工事業は４０年ほど前から手がけてい
まして、大手機械メーカーの専属加工業者として、機
械の商品に組み込まれている電線をセットにしてメー
カーへ販売しています。前期（３０年３月期）は、売
上全体の３０％を加工事業部門が占めましたが、今期
は３５％に増やし、数年後に加工事業部門のウェート

スに対する建設電販の占める割合が相対的に高まって
います。日本電線工業会の調べでは、昨年２０１７年
度は４８．２％に達したと見込んでいますから、国内
の電線出荷量全体を増やすためには、建設・電販の需
要を増大させることが重要になっているわけです。
　昔は、建設・電販向けの占める割合は全体の３０％
程度でしたから、国内需要に対する影響度はそれほど
高くなかったわけですが、ここ数年は４８％前後で推
移し、２０１８年度に関しては、日本電線工業会の見
通しでは、オリンピックや再開発需要の増大で建設・
電販向けの電線出荷量は対前年度比で５．８％増の３
４万トンと、国内全体の４９．５％を占める、として
いるので、ますますその影響度が強まっていきます。

－－建設・電販向けの占める割合が以前の３０％程度
から漸増した背景にはどのようなことが考えられるの
でしょうか？
吉田　出荷量全体が減少傾向をたどるなかで、建設・
電販向けが安定していたことで相対的に比率が増えた
という一面もありますが、それに加え、以前は鉄鋼メー
カーや通信会社が自ら直接、電線を購入して工事会社
に支給していたものが、工事を請け負う会社が自ら電
線を購入して施工するというケースが徐々に増えてき
たことがあると思います。

ポスト五輪後も厳しい経営環境が続く
－－ 足元の動きはいかがでしょうか？
吉田　弊社（丸吉電機）の動きを見る限りでは、春先
でもまだ動いていません。今秋に動き始めることを期
待していますが、２０１９年１０月に実施予定の消費
税率の引き上げを踏まえると、本来であればマンショ
ンなどの住宅市場で駆け込み需要に向けた建設需要が
増え出しても不思議ではないと思いますが、現実はそ
うではないので、やはり厳しい状況が依然として続い

Weekly Electrical Industry News 05

Interview

ているので、電材卸業者から電線販売を捉えたときに、
電線が魅力のない商品に、今なりつつあるわけです。
　そうなると電材卸業者の電線の扱い量が減り、結果
的に我々の販売量も減ってしまうわけです。ですから
我々としては、電線が魅力ある商品であることが大事
で、そのことをピーアールしたいわけです。
　今回のガイドラインも、現状の商慣習を是正し、魅
力のある市場にするための一環として行われたもので
すが、このことを各電材卸組合の皆さまにご理解して
いただくことで、電線を扱いたいと捉えていただけれ
ばと思っています。

－－社会インフラには不可欠な電線であるにもかかわ
らず、その重要性が社会的に認知されにくい状況にあ
ることも問題だと思われますが？
吉田　２０１１年３月に東日本大震災が発生した際、
電線の供給問題が起こりましたが、５月の連休に各
メーカーが増産したことで、問題は解決されました。
当時、地震発生直後から一ヶ月ぐらいは経済産業省へ
出向き、供給に関する説明をしていました。電線の生
産量が減っている中で、仮需や特需が出たことで一時
的に供給が減ったことによるものですので、経済産業
省の方にはじきに収まるとお話しさせていただいたわ
けです。
　地震や災害が起こったときでなければ電線の重要性
や社会的価値が認められないのは寂しい、ということ
は以前から思っていました。ですから１０年ほど前か
ら『電線の日』の制定を提唱してきましたが、このほ
ど６月の電線工業会総会で電線の日が１１月１８日に
決まりましたので、これからは電線に対する社会的な
認知度も高まっていくのではと期待しています。
　同時に、電線販売にかかわる事業者の皆さまの自負
の再認識とともに、電線が社会的に価値のある商品で
あるということをすべての人たちに知っていただき、
電線の需要増大につなげたいと思います。

を５０％まで高めることで、経営の安定化を図ってい
く考えでいます。今年春、新たな大手機械メーカーと
取引することができるようになりましたので、将来は
達成できる可能性が高いとみています。

－－電線の加工事業には、電線を工事会社へ販売して
いくとのは異なった難しさがあると思いますが？
吉田　今回の得意先の新規開拓では営業に１年以上の
時間を費やしています。また、品質管理が非常に重要
な要素になるので、社内の品質管理体制をしっかり作
り上げることも大切になります。
加工事業を行っていくためには人員が必要ですので、
労働力の確保をしなければなりません。ただ、売上が
安定するかどうかは分からないので、人件費を含む固
定費の増大にどのように対応するかも難しい課題にな
ると思います。
　加工事業を手がけるにはそれ相応のハードルは確か
にありますが、ハードルを超えない限り、電線販売事
業の付加価値率を上げることは難しいと思います。

１１月１８日は『電線の日』
－－ 昨年、国土交通省および経済産業省から出され
た要請文書・「電線の取引条件の改善に向けた取組に
ついて」（＊２）について、今年に入り、電材卸業界
での周知を目的に全日本電設資材卸業協同組合連合会
で経済産業省の方が説明をされました。
吉田　ガイドラインでの要請は、件名先物契約、物流・
商流の問題、年号問題の３つに対するもので、電線販
売業者が置かれている現状を広く理解していただくこ
とが大きな目的となっています。
　ただ、私がさらに申し上げたいことは、電材卸業者
での電線の販売が占める売上は全体の１０～１５％だ
と思われますが、価格が乱高下するとか、価格競争が
激しいとか、といった厳しい状況に電線販売が置かれ



が難しくなっていることです。ここ数年、建設需要が
期待していたほど増えていないなかで、価格競争が激
しくなっていることが一番の原因だと思います。
　実際、銅量ベースで市場を捉えますと、年間７０万
トンを超える需要があると、市場では好況感が増しま
すが、昨年もそうでしたが、ここ数年国内の銅電線出
荷量は年間７０万トンを下回っています（＊１）ただ、
今年と来年は、東京オリンピック・パラリンピック開
催や首都圏の大型再開発などが本格的に動き出すとい
われているため、業界では７０万トンを超えるとみら
れています。やはり、出荷量が７０万トンを超えない
と、我々としては、充足感を感じ得ないと思います。

(＊１ )　２０１７年度の内需見込み６６万６０００ト
ン、日本電線工業会・調査統計専門委員会２０１８年
度需要見通し）。

－－ここでいう、銅電線の出荷量というものは、具体
的にどのような業種に対する出荷なのでしょうか？
吉田　国内産業における建設・電販および電気機械、
自動車などの民間直需のほか電力、通信向けなどです
が、ここ数年を見る限りでは、電力、通信における出
荷量が減少し、全体の出荷量の伸びを抑えている格好
です。
　電力や通信業界における需要が減少したことで、国
内の電線出荷量は伸び悩んでいますが、建設・電販向
けが堅調な動きを見せているために、国内の出荷ベー

　電線の卸販売会社は、電線を専門とする専門卸会社
と、電設資材全般を取り扱う電材総合卸会社の２つに
大きく分けられる。また電線の価格を決定する大きな
構成要素となっているのが為替と銅ベース（銅建値）
で、いずれも経済や市場環境によって常に変化するた
め、電線の価格も一定しない。このため工期が数年に
及び、実際に使用する時期が数年にわたるような大型
案件では件名先物契約が締結されるが、現場サイドか
ら問題提起されるような行為がなされることも事実で
ある。
　価格が外部要因によって常に変化し、商品自体に多
様性が見られず、さらに電線の流通が多岐にわたるな
かでの電線販売会社の経営は想像以上に難しさを伴
う。昨今は電線専門卸会社同士の競争に加え、電材総
合卸会社との競争が加わり、経営はこれまで以上に難
しさが増している。
　現状と今後の動きについて、今年５月、全日本電線
販売業者連合会会長に就任（関東電線販売業協同組合
理事長再任）された吉田康一会長に話を伺った。

電線出荷量の約半分を占める建設・電販向けの動向が、
最大の鍵となる
－－電線販売会社の経営の難しさは、どこにあるので
しょうか？
吉田　電線を販売して利益を上げる、という収益力そ
のものが下がり、ここにきてますます利益を取ること

ているのだと思います。
　ここ数年間における首都圏の地価の上昇、住宅供給
数の増大に加え、働き方改革の浸透によって人手不足
感が台頭していることも大きな要因だと思います。首
都圏には工場などが少ないので、住宅向けの需要が増
えないと、首都圏市場での底上げ的な動きはなかなか
現れてこないのではないでしょうか。
　事務所ビルや商業施設などの大型工事が期待されて
いますが、我々のような中小の電線販売業者が潤うま
でにはいたらないと思います。また、ポスト五輪や大
型再開発後の市場に関しても、やはり厳しい状況が経
営的には続くと捉えています。

－－電線は成熟商品ともいわれているなかで、電線販
売会社としては、どのような経営のベクトルを目指そ
うとしているのでしょうか？
吉田　電線は量の商売ですので、量が出ないとなかな
か利益を得ることは難しいわけですが、現状は仕事量
が増えてこないなかで販売各社が量を確保しようとす
るので、どうしても価格競争に陥りやすい状況になっ
ています。
　もちろん新製品がどんどん出てくれば話は違います
が、電線という成熟商品に頼り、電線を多く売ること
で利益を得ようとする、従来の延長線上でのビジネス
を続ける限り、そうした状況から脱却することは難し
いと思います。

－－吉田会長が経営されている丸吉電機での加工事業
について教えて下さい。
吉田　電線の加工事業は４０年ほど前から手がけてい
まして、大手機械メーカーの専属加工業者として、機
械の商品に組み込まれている電線をセットにしてメー
カーへ販売しています。前期（３０年３月期）は、売
上全体の３０％を加工事業部門が占めましたが、今期
は３５％に増やし、数年後に加工事業部門のウェート

スに対する建設電販の占める割合が相対的に高まって
います。日本電線工業会の調べでは、昨年２０１７年
度は４８．２％に達したと見込んでいますから、国内
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要を増大させることが重要になっているわけです。
　昔は、建設・電販向けの占める割合は全体の３０％
程度でしたから、国内需要に対する影響度はそれほど
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移し、２０１８年度に関しては、日本電線工業会の見
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電販向けの電線出荷量は対前年度比で５．８％増の３
４万トンと、国内全体の４９．５％を占める、として
いるので、ますますその影響度が強まっていきます。

－－建設・電販向けの占める割合が以前の３０％程度
から漸増した背景にはどのようなことが考えられるの
でしょうか？
吉田　出荷量全体が減少傾向をたどるなかで、建設・
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という一面もありますが、それに加え、以前は鉄鋼メー
カーや通信会社が自ら直接、電線を購入して工事会社
に支給していたものが、工事を請け負う会社が自ら電
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たことがあると思います。

ポスト五輪後も厳しい経営環境が続く
－－ 足元の動きはいかがでしょうか？
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（＊２）要請文書・「電線の取引条件の改善に向けた取組について」
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